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インフルエンザワクチンの接種対象
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目的 最近10年間におけるインフルエンザワクチン接種対象の変遷を検討する。

方法 米国予防接種諮問委員会（The US Advisory Committee on Immunization Practices,
US–ACIP）の1997年から2006年に到る勧告について記述する。

結果 1997年勧告からの主な変更点は以下の通りである。◯１月齢 6～23か月の乳幼児をハイリス

ク・グループに含めたこと，◯２ハイリスク・グループの妊婦として，第 2 三半期以降の妊婦

から全妊婦に拡大したこと，◯３何らかの神経・筋症状を呈する基礎疾患を有しており，誤嚥

性肺炎を起こす恐れのある者をハイリスク・グループに含めたこと，◯４インフルエンザに罹

患すると診療所，救急外来，病院を受診するリスクが高い者というカテゴリーを新たに設定

したこと，またその中に月齢24～59か月の小児と50～64歳の者を含めたこと，◯５ハイリスク

者にインフルエンザを伝播する者として，月齢 0～59か月の小児と接触する者を含めたこと，

◯６ハイリスク者にインフルエンザを伝播する者を大きく 3 群（保健医療従事者，ハイリスク

者との接触者，月齢 0～59か月の小児と接触する者）に整理したこと，である。

結論 この10年間における最も主要な変更点は，月齢 6～59か月の乳幼児に対する勧告接種であ

る。これ以外の年齢層においても，勧告接種の対象集団は拡大しつつある。

Key words：インフルエンザワクチン，乳幼児，米国予防接種諮問委員会

Ⅰ 緒 言

インフルエンザは，極めて感染力が強いため封

じ込めが困難であること，また一般健康人は発病

しても 1 週間程度で治癒することから，対策の目

的は「ハイリスク者における重篤な合併症や死亡

を予防すること」にある。そのような対策・予防

において，インフルエンザワクチン接種は最も重

要な方法である。1990年代中期のわが国では，予

防接種に対する関心が低く，接種対象者について

の正式な勧告もなければ，接種費用の負担制度も

ない状況であった。これは欧米先進諸国において

驚くべきこととみなされていた。2001年に予防接

種法が改正され，高齢者などを対象にインフルエ

ンザワクチン接種が行われることとなり，わが国

のインフルエンザ対策はやっと世界のレベルに追

いつきつつある。

本稿では1997年から2006年までの米国予防接種

諮問委員会（The US Advisory Committee on Im-

munization Practices, US–ACIP）の勧告1,2)を検討

し，10年間にわたるインフルエンザワクチン接種

対象の変遷について記述する。

Ⅱ 研 究 方 法

1997年から2006年までの10年間における，米国

予防接種諮問委員会（US–ACIP）の勧告から，

インフルエンザワクチン接種の対象集団に関する

情報を得た。

Ⅲ 研 究 結 果

1997年勧告と2006年勧告によるインフルエンザ

ワクチンの接種対象を，それぞれ表 1 と表 2 に示

す。

この10年間の主要な変更点は，以下の通りで

ある。

◯１ 月齢 6～23か月の乳幼児をハイリスク・グ
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表１ 米国予防接種諮問委員会（US-ACIP）勧告によるインフルエンザ予防接種の対象（1997)

Ⅰ. 特別接種の対象

1) 合併症を起こし易いハイリスク・グループ

65歳以上の者

老人施設入所者，慢性疾患長期療養施設に入所する全年齢層の者

呼吸器系・循環器系の慢性疾患（気管支喘息を含む）を有する成人および小児

慢性代謝性疾患（糖尿病を含む)，腎機能異常，異常血色素症（hemoglobinopathy)，または免疫低下状態

（投薬に起因する者や HIV 感染による者を含む）により，過去 1 年間に定期の通院，あるいは入院を要

した成人および小児

長期のアスピリン投与を受けているため，インフルエンザに感染したらライ症候群を起こすリスクが高い，

6 か月～18歳の者

妊娠第 2 三半期以降（14週 0 日から分娩まで）にインフルエンザシ－ズンを迎える妊婦

2) ハイリスク者にインフルエンザを伝播する者

医療施設の医師，看護婦，およびその他の医療従事者

老人施設や慢性疾患療養施設の従業員

ハイリスク者の在宅看（介）護に従事する，看護婦やボランティアなど

ハイリスク者の同居家族（子供を含む)

Ⅱ. その他の対象

1) HIV 感染者

2) 授乳中の婦人

3) 海外への旅行者

熱帯（一年中）および南半球（4～9 月）への旅行者（とくにハイリスク者)

4) 一般人

接種希望者，地域にとって必須な活動に従事する者，学生，共同生活をしている者（寮など），など

文献 2）より，廣田訳および作表
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ループに含めたこと

◯２ ハイリスク妊婦の対象を，第 2 三半期以降の

妊婦から全妊婦に拡大したこと

◯３ 何らかの神経・筋症状を呈する基礎疾患を有

しており，誤嚥性肺炎を起こす恐れのある者をハ

イリスク・グループに含めたこと

◯４ インフルエンザに罹患すると診療所，救急外

来，病院を受診するリスクが高い者というカテゴ

リーを新たに設定したこと，またその中に月齢24

～59か月の小児と50～64歳の者を含めたこと

◯５ ハイリスク者にインフルエンザを伝播する者

として，月齢 0～59か月の小児と接触する者を含

めたこと

◯６ ハイリスク者にインフルエンザを伝播する者

を大きく 3 群（保健医療従事者，ハイリスク者と

の接触者，月齢 0～59か月の小児と接触する者）

に分類したこと

月齢 6～23か月の乳幼児は，2002年に「奨励接

種（encourage）」の対象として取り上げられ，

2004年以降は「勧告接種（recommendation）」の

対象に格上げされた。奨励接種に取り上げられる

こととなった理由は，月齢23か月までの乳幼児は

インフルエンザ罹患時に重篤化しやすく，入院頻

度が極めて高いからである（死亡頻度は高齢者の

ように高くない）（表 3）3～8）。その後，2003年秋

に乳幼児における重症例や死亡例の発生が相次い

だため，2003年11月に急遽2004/05シーズンから

月齢 6～23か月児への接種を勧告接種に格上げす

ることが決定された。同時に月齢 6～23か月児を

ハイリスク者とみなし，彼らの接触者をも勧告接

種の対象とした。ただし，この年齢層におけるワ

クチン有効性は必ずしも十分に確立していない。

したがって，これら乳幼児にインフルエンザを伝

播する者（接触者）への接種を強調し，特にイン

フルエンザワクチンの適応外である月齢 0～5か

月児との接触者に関してその重要性を強調して

いる。

さらに，月齢24～59か月の幼児は，インフルエ

ンザに罹患すると診療所，救急外来，病院を受診

するリスクが高い者として，2006年より勧告接種
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表２ 米国予防接種諮問委員会（US-ACIP）勧告によるインフルエンザ予防接種の対象 （2006)

* 不活化インフルエンザワクチンは月齢 6 か月以上の者に適用する

Ⅰ. 特別接種の対象

1) 合併症を起こし易いハイリスク・グループ

月齢 6～23か月の乳幼児

長期のアスピリン投与を受けているため，インフルエンザに感染したらライ症候群を起こすリスクが高い，

6 か月～18歳の者

妊娠中にインフルエンザシ－ズンを迎える妊婦

呼吸器系・循環器系の慢性疾患（気管支喘息を含む）を有する成人および小児（高血圧はハイリスク状態

とみなさない)

慢性代謝性疾患（糖尿病を含む），腎機能異常，異常血色素症（hemoglobinopathy)，または免疫低下状態

（投薬に起因する者や HIV 感染による者を含む）により，過去 1 年間に定期の通院，あるいは入院を要

した成人および小児

何らかの神経・筋症状を呈する基礎疾患（認知障害，脊髄損傷，痙攣性疾患，その他の神経・筋障害）を

有しており，そのため呼吸障害をきたしたり，気道分泌物を喀出できなくなる恐れがある，あるいは誤嚥

性肺炎を起こす恐れがある，成人および小児

老人施設入所者，慢性疾患長期療養施設に入所する全年齢層の者

65歳以上の者

2) インフルエンザに罹患すると診療所，救急外来，病院を受診するリスクが高い者

月齢24～59か月の小児

50～64歳の者（ハイリスク状態を有する者が多い：34％)

3) ハイリスク者にインフルエンザを伝播する者

保健医療従事者

病院や診療所などの医師，看護師，およびその他の保健医療従事者。救急医療従事者（救命救急士，救護

員，その他の補助者を含む)。

ハイリスク者との接触者

ハイリスク者の生活支援施設などの従業員，ハイリスク者の在宅看（介）護に従事する者，ハイリスク者

の同居家族（小児を含む)

月齢 0～59か月の小児と接触する者

同居家族，それらの小児を家庭外で世話する者。特に月齢 0～5 か月の乳児と接触する者（6 か月未満児

はインフルエンザワクチンの適用外であるため)

Ⅱ. その他の対象

HIV 感染者

海外への旅行者（特にハイリスク者)

熱帯（一年中）および南半球（4～9 月）への旅行者，世界中から参加者が集まる

大規模団体旅行参加者（一年中)

一般人

接種希望者（ワクチン供給状況にもよる)，必須の公共サービス従事者，学生およびその他の集合的環境

（寮など）にいる者

文献 1）より，廣田訳および作表
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の対象となった。同時にこれら幼児の接触者も勧

告接種の対象となった。表 3 に示すように，イン

フルエンザ関連の入院率が最も高いグループは月

齢 0～11か月の乳幼児であり，これは65歳以上の

入院率に匹敵する。5 歳未満児における10万人当

たりの入院率は，おおむね500（ハイリスク児）

から100（ハイリスク児以外）の範囲であり，24

か月未満児における入院率の 2 倍に満たない。ま

た，健康維持機構（HMO）のデータによる研究

では，2～4 歳の入院率は，月齢 0～23か月の乳幼

児と比べてはるかに低く，5～17歳の入院率とほ

ぼ同等である5）。しかしながら，月齢24～59か月

の幼児はインフルエンザ関連で診療所や救急外来

を受診するリスクが高い。また，死亡に関しては，
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表３ インフルエンザ関連の推定入院率（年齢別・リスクグループ別)*―米国

調 査 年 対 象 集 団 年齢グループ
入院数（10万対)

ハイリスク者 非ハイリスク者

1973–1993†§¶ テネシー 0–11か月 1,900 496–1,038 **
メディケイド 1– 2 歳 800 186

3– 4 歳 320 86
5–14歳 92 41

1992–1997††§§ 健康維持機構（HMO）2 社 0–23か月 144–187
2– 4 歳 0– 25
5–17歳 8– 12

1968–1969 健康維持機構（HMO) 15–44歳 56–110 23– 25
1970–1971 45–64歳 392–635 13– 23
1972–1973¶¶*** 65歳以上 399–518 ―

1969–1995***††† 病院退院データ（全国調査) 65歳未満 ― 20– 42 §§§¶¶¶

65歳以上 ― 125–228¶¶¶

1979–2001****†††† 病院退院データ（全国調査) 全年齢 ― 88 §§§§

* 上記の入院率は接種率が低いシーズンあるいは集団で得られた推定値である。 接種率が高くなるほど，入院

率は低下すると考えられる。ワクチン株と流行株の抗原性が良好に合致したシーズンには，インフルエンザ

関連の入院は高齢者で30％–70％低下，若年者ではさらに大きな低下を示すと考えられる。
† 出典：文献 3)
§ 結果指標：急性心肺疾患。
¶ 出典：文献 4)

** 推定値の下限は月齢 6–11か月の乳児，推定値の上限は月齢 0–5 か月の乳児
†† 出典：文献 5)
§§ 結果指標：急性肺疾患。ハイリスク児の入院率は記載なし。
¶¶ 出典：文献 6)

*** 結果指標：肺炎またはインフルエンザのいずれかが退院時記録の第 1 病状に記録されているか（Simonsen)，
あるいは退院時診断名の中に含まれている場合（Barker）に限定。

††† 出典：文献 7)
§§§ インフルエンザ関連合併症のハイリスク者と非ハイリスク者を合わせて算出。
¶¶¶ 推定値の下限は A（H1N1）または B 型主流行シーズンの平均，推定値の上限は A（H3N2）主流行シーズ

ンの平均。

**** 結果指標：主に呼吸器および循環器疾患による入院。
†††† 出典：文献 8)
§§§§ 入院率はハイリスク状態の有無にかかわらず全年齢について算出。

文献 1）より，藤枝訳および作表
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2003/04シーズンに米国40州から報告された小児

の検査確定インフルエンザ関連死亡153例のうち，

96例（63％）は 5 歳未満であった，という研究も

ある9）。

妊婦は，2004年以降の勧告から，妊娠中にイン

フルエンザシーズンを迎える妊婦は総てハイリス

ク・グループとして勧告接種の対象となった。こ

れは世界的大流行（pandemic）の際に妊婦で観

察された超過死亡の報告や，妊娠によるインフル

エンザ関連合併症のリスク増大に関する報告が根

拠となっている。なお，2006年勧告には，約2000

人の妊婦へのワクチン接種で胎児に有害事象の発

現を認めなかったこと，分娩前 6 か月以内にワク

チン接種を受けた妊婦252人でも同様の結果であ

ったことが記載されている。

50～64歳の者は，2000年以降，勧告接種の対象

に含まれている。この年齢層ではハイリスク者の

割合が大きいにも拘らずワクチン接種率が低いた

め，接種率の向上を目的として当該年齢層の全員

を対象に含めることとなった。また，50～64歳で

ハイリスクに該当しない者でも，ワクチン接種に

よりインフルエンザ発病率の低下，欠勤の減少，
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表４ インフルエンザ予防接種の効果

対 象 結 果 指 標 相対危険 有効率
(％)

65歳未満
健常成人

発病 0.1～0.3 70～90

一般高齢者 肺炎・
インフルエンザ入院

0.3～0.7 30～70

施設入所
高齢者

発病 0.6～0.7 30～40

〃 肺炎・
インフルエンザ入院

0.4～0.5 50～60

〃 死亡 0.2 80

文献10）より廣田作表
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医療機関受診の減少，抗生物質を含む薬剤使用の

減少，などの利益を得ることとなる。

1997年勧告では，特別接種の対象は，合併症を

起こし易いハイリスク・グループ，ハイリスク者

にインフルエンザを伝播する者，の 2 群に大別さ

れていた。一方，2006年勧告では，インフルエン

ザに罹患すると診療所，救急外来，病院を受診す

るリスクが高い者，というカテゴリーが新たに加

えられ，3 群に整理されることとなった。また，

ハイリスク者にインフルエンザを伝播する者は，

保健医療従事者，ハイリスク者との接触者，月齢

0～59か月の小児と接触する者，の 3 群に整理さ

れた。

2000年に50歳以上の者総てが勧告接種の対象と

なり，月齢 6～23か月の乳幼児は奨励接種の対象

（2002年）を経て2004年に勧告接種の対象となっ

た。また，同2004年に妊婦の接種対象が全妊婦へ

と拡大された。さらに，乳幼児の接種対象は2006

年に月齢 6～59か月児へと拡大された。今後，例

年のインフルエンザ予防接種を universal vaccina-

tion（すべての人々に一律にワクチンを接種する

こと）に向けて拡大する可能性についても，2006

年勧告に記載されている。

Ⅳ 考 察

US–ACIP は不活化インフルエンザワクチンの

有効性を表 4 のように要約している10）。65歳未

満の健常者では，予防接種は発病リスクを0.1～

0.3に減少させる（有効率70～90％）。60歳以上の

一般高齢者を対象とした無作為化試験では，イン

フルエンザ呼吸器疾患の発病リスクを0.42（有効

率58％）に低下させた。高齢というハイリスク状

態にあり，かつウイルスへの曝露が生じやすい施

設入所の高齢者では，発病リスクの減少は0.6～

0.7に留まるが（有効率30～40％），肺炎やインフ

ルエンザによって入院するリスクを0.4～0.5に

（有効率50～60％），死亡リスクを0.2に低下させ

る（有効率80％）。

「学童」における有効性は「65歳未満の健常者」

に合致すると考えてよい。ただし，小学児童の場

合，学年によってウイルス曝露歴が大きく異なる

ので，感受性も大きく異なることに注意が必要で

ある。下級生の発病リスクを 1 としたとき，上級

生の発病リスクは0.2程度に低下する11）。したが

って，小学上級生を調査対象とした場合ワクチン

有効性を検出しにくくなるし，臨床的にも有効性

を実感しにくくなる。「乳幼児」に対するワクチ

ン有効性は，要約されるには至っていない。

インフルエンザ予防接種の目的は，ハイリスク

者における重篤な合併症や死亡を予防することに

ある。従来，US–ACIP はこの目的に沿って接種

をより効果的に推進するため，ハイリスク者本人

にワクチンを接種することによる効果を主，接触

者に接種することによる伝播防止効果を副，とい

った位置づけのもとに勧告接種の対象を決定して

きた。これに加え，2006年に，準ハイリスク者の

ような位置づけで，インフルエンザ罹患により外

来を受診するリスクが高い者というグループを提

唱し，彼らにワクチンを接種することの重要性を

も強調した。

この10年間にとくに大きく変化したのは，月齢

6～59か月の乳幼児に対する勧告である。乳幼児

を勧告接種へ格上げすることに関しては，ワクチ

ン有効性研究の結果からの判断というより見切り

発車的に決定した様子がうかがえる。実際に当該

年齢の小児を対象とした研究は少なく，有効性に

関して必ずしも安定した結果は得られていない。

引用されるデータには，もともと幅広い年齢層を

対象とした研究の中の subgroup analysis もあ

り，結果の信頼性が十分でない。しかし，わが国

の小児科医の一部では，US–ACIP は乳幼児での

ワクチン有効性を確認した上で，勧告接種の対象

としたように説明されている。これが誤りである

ことは当該勧告の起草委員の発言からも明らかで

ある。
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当該勧告の起草委員は乳幼児を奨励接種の対象

とした理由を以下のように説明している。「2002

年に勧告ではなく奨励するという形で 6～23か月

の乳幼児に対するワクチン接種が勧められた。奨

励という形には，これから2，3年のうちに勧告と

いう形に発展させたいという意図が含まれてい

た。なぜこのような方向に進んだのかというと，

乳幼児の入院率に関する調査で，5 歳以上の健常

な小児に比べ，6～23か月の乳幼児ではインフル

エンザ流行期における入院のリスクが12倍も高い

という結果がでたからである。にもかかわらず，

勧告という形にしなかったのは，現実的に勧告を

行った場合の実行可能性がはっきりしなかったか

らである。つまり，比較的短期間にワクチン接種

を求めて外来受診する患者に小児科医が対応でき

るかどうか，経済的にワクチン接種費用を保険償

還できるかどうか，を検討する必要があった。

当該年齢におけるワクチンの効果については

データが限られている。また，成人に比べると少

ないのではないかと考えられている。しかし，ゼ

ロではないある程度の効果があるならば，それで

十分だというのが ACIP の考え方である。これを

土台にして奨励という形で勧告したということに

なる。」

（「 http: //www.med.osaka-cu.ac.jp / kouei / ‰ulec /

fukuda/fukuda01.pdf」；「http://www.med.osaka-

cu.ac.jp / kouei / 2003‰ufukuda / 2003％ 20word％

20fukuda.pdf」；「http://www.med.osaka-cu.ac.jp/

kouei / 2005.10.13.‰u ％ 20fukuda / 4.2005.10.13.

word％20fukuda.pdf」を参照）。

2006年の勧告では，例年のインフルエンザ予防

接種を今後 universal vaccination（すべての人々

に一律にワクチンを接種すること）に向けて拡大

することも含めて検討されている。2005年勧告で

は，2～49歳の年齢層のみが勧告の対象外である

ため，この年齢層を含めれば universal vaccina-

tion が達成されることになる。しかし，実行に当

たってはワクチンの製造能力・実施可能性・費用

負担などさまざまな問題が指摘されている。した

がって，当面は罹患リスクが高く，実行可能な 4

歳児までを勧告対象とすることになった12）。

なお，ACIP は専ら医学的見地から接種対象を

勧告するものであり，この勧告が直ちに当該対象

に対する予算措置を含んだ接種制度の確立を意味

するものではない。

Ⅴ 結 語

US–ACIP 勧告は，ワクチン有効性研究から得

られた「インフルエンザ発病の予防」，「インフル

エンザ関連合併症や死亡の予防」，「欠勤の減少を

含めたその他の利益」に関する結果に加えて，費

用効果，接種率，インフルエンザによる重症例・

死亡の報告数など，幅広い分野のデータを検討し

て毎年更新される。本勧告は，多くの国々でイン

フルエンザ対策を検討する際の重要な参考情報と

して取り扱われている。当該情報を公衆衛生分野

の関係者に伝えるため，最新勧告の概要，ならび

にこの10年間における勧告接種の変遷について報

告した。

（
受付 2006.11.29
採用 2007. 5.21)
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Target groups for in‰uenza vaccination

Satoko OHFUJI*, Megumi FUJIEDA*, Wakaba FUKUSHIMA*, Akiko MAEDA* and Yoshio HIROTA*

Key words：In‰uenza vaccine, Young children, US–ACIP (The US Advisory Committee on Immuniza-
tion Practices)

Purpose To assess target groups for in‰uenza vaccination.
Methods The target groups for in‰uenza vaccination speciˆed in the recommendations of the US Adviso-

ry Committee on Immunization Practices (ACIP) were summarized and compared between
1997 and 2006.

Results Principal changes after the 1997's recommendation are as follows: 1) all children aged 6–59
months became included into the high risk group for active vaccination; 2) recommendation for
vaccination timing of pregnant women was extended from those at the second trimester or after to
all women who are pregnant during the in‰uenza season; 3) persons with neuro- or muscular-
disorders and therefore prone to development of respiratory systems or aspiration pneumonia
became included into the high risk group; 4) a category with increased risk to visit a clinic,
hospital or emergency department due to in‰uenza-related symptoms was newly established,
covering children aged 24–59 months and persons aged 50–64 years; 5) healthy household con-
tacts and caregivers of children aged 0–59 months were included into the group who can transmit
in‰uenza to persons in the high risk group; 6) people likely to transmit in‰uenza to persons in the
high risk group were classiˆed into 3 categories (health-care providers, household contacts and
caregivers, and those in close contact with children aged 0–59 months).

Conclusion The ACIP has gradually expanded the target populations for routine in‰uenza vaccination.
The most notable change during past 10 years seems to be the recommendation for inclusion of all
children aged 6–59 months and people in close contact with babies for active vaccination.
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